
議案第４４号  

 

専 決 処 分 に つ い て （ 令 和 元 年 度 日 立 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（第７号）） 

 

 令和元年度日立市一般会計補正予算（第７号）について、特に緊急を

要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであったので、

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき別紙のとおり専決処分した

から、同条第３項の規定に基づきこれを報告し、承認を求めるものとす

る。 

 

      令和  ２  年  ６  月  ４  日提出 

 

                日立市長  小  川  春  樹  

 



専 決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基

づき特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明ら

かであると認め、別紙のとおり専決処分する。 

 

      令和  ２  年  ３  月３１日 

                   

                日立市長  小  川  春  樹     

 



 

令和 元 年度  日立市一般会計補正予算（第７号） 

 

 令和 元 年度 日立市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ528,168千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ78,456,497千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 
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第２表　繰越明許費補正

　追　加

款 項

４．衛生費 １．保健衛生費

３．民生費 ２．老人福祉費

２．総務費 １．総務管理費



（単位　千円）

　公共施設放射線防護対策事業 384,347

　地域密着型サービス施設等の民間施設整備費補助事業 7,730

　保健センター施設整備事業 77,368

金　　　額事　　　　　業　　　　　名



第３表　地方債補正

　変　更

特別支援学校情報教育環境整備事業費

中学校情報教育環境整備事業費

起 債 の 目 的

小学校情報教育環境整備事業費
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